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商 業 利 潤 に つ い て
金 巻 賢 字
1序 論 一 利潤 の理 論 をK.Marxに 問 うて
経済学において利潤の問題は,も っとも重要な意義をもつものであるにか
かわ らず,か ならず しも 明確な理論的基礎 を 与えられてはいない。 ことに
「商業利潤」とよばれ る特殊利潤の本質については一・層その感がふかい。
この小論は商業利潤の本質解明を志向す るものであるが,行 論の順序 として
まず利潤 とはなにかをKMarxも とめて,そ の所論のあとを省察 してみよ
の
うとお もう。
1.資 本制生産様式においては,投 下される資本は,生 産資本 として次の
ような構成を とる。すなわち特定の1企 業に投下された支出資本の1部 は生
産資料の調達にあて られ,他 の1部 は労働力の雇用に支出せねばならない。
前者はその減耗分に応 じてその価値を生産物に移転す る。後者はその全量を
生産物に価値移転する。この両者を合計 したものを費用価格 とよぶ。 しか る
に企業において雇用 された労働力は,企 業家の搾取に よって,支 払われ る賃
金以上の労働を行い,い わゆる剰余価値をつ くりだす。か くて費用価格に剰
余価値の加えられた ものが,生 産物価値である。
つぎに生産物は流通過程に移されて市場で商品 とな り,売 買の対象物 とな
る。 したがって生産物価値は商品価値 として,貨 幣の媒介をへて商品価格 と
なる。 このことは さらに生産価格が企業家の販売価格 となることを意味す る
ものであった。
2.こ のように生産過程においては,い わゆ る価値法則が支配 して,価 値
移転の果実たる生産物は各個の価値体 として成立す る。 ところで生産過程に
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くわ
おいて,労 働力にたいする企業家の搾取度が不変な場合にあっても,投 下資
本の有機的組成や回転期間に変動があれば,同 一期間内に同一量の資本がつ
くりだす剰余価値の量は変動す る。またまった く同 じ理由に よって,同 種の
生産部門内の各企業ない し異種の産業部門の間において,投 下資本の有機的
組成や回転期間の 相違があれば,労 働力にたいする 搾取度が 同一であって
も,同 一期間内に同一量の資本が各企業ない し諸産業部門においてつ くりだ
す剰余価値の量は相違す る。 このようにつ くりだされた剰余価値に相違があ
り,し たがって生産物価値はすべての生産諸部面において相異るもの とな ら
ざるを得ない。
3.し か るに生産物は,そ れが生産過程をさって貨幣の媒介を通 して,市
場におけ る商品となるに際 して,1つ の 「修正」を うけ るものとなる。一
生産物価値はその価値通 りには,商 品価格 となることはで きない。 くりかえ
していえば,生 産過程の内部においてつ くりだ された剰余価値は,企 業毎に
ない し産業部門毎に個別的に相異なる価値量を形成す るものとして,各 個の
それぞれに異なる量をもって生産物価値に内包されているのである。 したが
って生産諸部面の内部においては,可 変資本が うみだ した剰余価値はその投
下資本にたい して,個 別的に相異なる直接的な内部利潤率を示す ものであっ
た。 しか し利潤率なるものは,つ ねに確定的 ・静止的 ・個別的な存立を許 さ
れ るものではな く一 単一の利潤率でなければな らない。何 となれば,そ も
そ も利潤率なるものは,た んに個別的にその企業の剰余価値の投下資本にた
いす る対比を示す ものに止 らず,む しろ同種の生産部門にぞ くす る各企業な
い し異種の産業部門の部門相互の間にあって,総 投下資本にたいする総剰余
価値 の 「平均的」な対比 として,い わゆる平均利潤率 としてのみ成立の認め
られ るものである。そ うして商品価格は,か か る意味の平均利潤が生産物の
費用価格に加わ ったものとして成立の許 された ものである。
4.ま さに平均利潤が問題 となるであろ う。KMarxに よれば,利 潤の
源泉は あきらかに 剰余価値にある。 すでにみたように,企 業内部において
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は,剰 余価値が投下資本にたいする内部的 ・個別的な利潤率を示す ものであ
った。 しかるに生産物が,貨 幣の媒介を通 して市場における商品となるにお
よんで,か か る個別利潤は平均化の変容を うけて,単 一の平均利潤 として,
商品の価格形成にはい りこむのである。 このように価値が修正を うけて価格
を形成するとい うこと それはいわゆる価値法則の修正を意味する。その
ことは理論的には,生 産物が生産過程を さって商品 とな り流通過程に登場す
る際に,こ れ まで潜在的に伏在 していた1つ の要因の顕現化を物語 っている
のである。剰余価値が利潤 となるとい うのは,ま さに価値が価格に変貌する
ことであった。 この両者の転換を媒介するものは,ほ かならぬ貨幣である。
貨幣に よって 貨幣に よる媒介を通 して,そ の際に個別利潤は平均利潤へ
と質量的な変容を うけねばな らないのである。 この平準作用は,貨 幣ない し
資本の本質に 由来す るもの とみ るべきで あったであろ う。 このような本質
は,資 本が特定の企業ない し産業部門において 個別的に 投下される 場合に
は,生 産諸条件の制約の下に,特 殊化 されかつ物量化 されて,捨 象 されねば
な らなかったのであ る。それがいまや貨幣の媒介を うけ るに際 して,資 本 と
しての本質を回復 し,そ の運動の姿を如実に露呈す るものとして現われるの
ゆ
である。
5.資 本の本質 とは何であろ うか。KMarxに よれば,資 本は価値 の
独立体 として,貨 幣の転化 した ものである。資本は貨幣資本の形態を もつ も
のとして,無 差別 ・抽象的な価値量 として,等 質性の数量的存在である。そ
うしてつねに最大の利潤を欲 しつつ,同 時にまた等額の資本は等額の利潤を
要求す るものである。かかるものとして資本は,彪 大なる社会的総資本の1
部をな し,た えず 自由に流動的な貨幣量 として存在す るものである。 しか し
利潤の獲得は,資 本がたんに貨幣量 として存在す るか ぎりにおいては,達 成
され得ない。貨幣資本は貸付資本 としては・ それを金融資本 とよぶ ことも
で きよう 市場において一定額の利子を獲得す ることができる。資本が企
業に投下 され る場合に,た とえ投 資の危険を伴 うにせ よ,は じめて利潤の最
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大を求め得 るものとなる。 各企業ない し諸産業 の 利潤はさまざまではある
が,平 均利潤についていえば,貸 付資本の 平均利子をつねに 上廻るであろ
う。 したがって資本利潤なるものは理論的には,利 子 プラス企業者利得の貨
幣量を示す ものでなければならない。
6.資 本主義経済は,典 型的な拡大再生産 として展開 されている。その主
体的な機能をはたす ものは,ま さしく資本に外ならない。経済の拡大は,よ
り多 くの商品生産に よって行われ る。それはKMarxに よって,資本主義経
済が社会的総資本の拡大再生産の運動の全面的な展開の場 とみ られた所 以で
あったであろ う。資本の活動は投資 とい う形態で行われるが,そ の動機は最
大 の利潤獲得にあ り,一それを自己増殖 投下資本量のたえざる拡大に よっ
て実現 しようとするものである。資本はひとたびは企業の生産資本 として,
価値法則に したがって自己を特殊化しかつ限定する。有機的組成 の高度なる
資本ほ ど,そ れの費用価格は少な く,しか し商品価格は より大であ るか ら,
きわめて多額の超過利潤をあげ ることができるわけであ る。しか しこの超過
利潤はその全額が,投 下資本にたいす る平均利潤 として資本家の手に収得 さ
れ る。KMarxに おいては,と くに企業家 とい う概念はない。 資本家は投
資家であるとともに企業家であ る。したがって資本利子 と企業家利得 との区
別 もない。資本家の資本にたい しては,包 括的に利潤が齎 らされるだけであ
って,彼 の企業家 としての活動 または労働にたい して も何等の対価 も認め ら
れてはいない。
7.資 本はたえず移動 しようとしている。資本の流動性は,資 本間におけ
る超過利潤をめ ぐっての競争 と運動 として表現 され る。すなわち資本は,商
品価値以上の商品価格を実現 しえないような企業ない し産業部門をさって,
価値 以上に価格の偏筒 を示す ような生産諸部面に移動す るであろ う。 このよ
うなたえざる資本の移出入に よって,生 産諸部面における相異なる個別利潤
の間に,た えず平準化が行われる。資本は投資の移動 とその増減を通 して,
自己調整をはかる。生産の社会的均衡は,そ れ らの偶然的な諸動揺を通 じて
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貫徹 されるのである。か くて資本の競争によって,一 般的 ・社会的な平均利
潤率が成立す る。けれども資本の流動性 と利潤の平均化 とい うこと一一かか
る一般的法則が支配的傾向として自己を貫徹す るのは,つ ねにただ極めて近
似的な仕方においてのみであ り,永遠の諸動揺のけっして確立 されえない平
の
均 と して の み で あ る,とKMarxは い っ て い る の で あ る。
皿 利潤 の本質を求めて
(1)人間が生活の維持 と発展 とを本態 とするものである以上,人 間の集合
生活形態 としての社会 もまた,そ れの維持 と発展 とを遂行 しなければな らぬ
であろ う。経済は人間社会の主要な機能者 として,財 の生産を もって,そ の
機能をはたす ものに外ならない。生産 とは経済価値の創造活動である。生産
は実体的には,物 質に労働を加えることに よって,新 たに経済価値を創出す
る。 しか し物質は本来,理 化学的存在にすぎず,そ れを人間生活の価値物へ
と転化 しうるものは,ま さに人間の労働そのものに外な らない。この意味に
おいて広義の労働こそ,唯 一の価値創造者であるといえよう。生産によって
生まれる果実は生産物 とよばれて,貨 幣の媒介を通 して市場におけ る商品 と
なる。か くて商品は 使用価値 と交換価値 との 具象体 として 出現す るのであ
る。
(2)ところで資本主義の経済社会は,私 有制の所有関係を基盤 として,そ
の上に資本制生産様式によって生産の営まれ ることが特質をな している。 し
たがって次の2つ の基礎条件が明かにされねぽな らぬであろ う。
その1は,生 産諸要因と,そ れ らの所有関係である。 た とえば 土地 と地
主,原 材料 と製造業者,労 働 と労働者,資 金 と投資家などの場合であ る。こ
れ らの諸要因を 生産の場に 誘導す るものは,そ れぞれに地代,資 材費,賃
金,利 子な どである。
その2は,企 業 とその生産活動である。企業は資本家の投資によって生産
諸要因が調達 され,そ れ らの結合において営 まれる。資本家の投資はい うま
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で もな く,資本価値の回収維持 と利潤の獲得を目的 とす るものである。 した
が って生産はこれ らの期待を可能に し,ま た実現 しうるものでなけれぽな ら
ない。
(3)利潤はいかに して発生す るかが,ま さに問題の焦点 となるであろ う。
すでにみたように,お よそ生産は経済価値 の創造活動である。その生産活動
の結果 として,新 たに より多 くの価値量が 造出される。 すなわち新生産物
は,旧 価値 と新価値 とを内包するものとして出現す る。新価値は,KMarx
によって 「剰余価値」 と呼ばれた ものであった。 企業は地代,資 材費,賃
金,利 子などを 支払 ったのちに,剰 余 分を 利潤 として 獲得す ることがで き
る。KMarxが 利潤の源泉を生産過程における剰余価値の発生に もとめた
洞察力 とその論証の意義は,た か く評価 されて 然 るべきであろ う。 ただ し
1(.Marxの生産理論において,i剰余価値が雇用労働力のみ より発生するも
のであるか,そ れ とも不変資本プラス可変資本の範域にまたがって成立す る
ものであるかについては,か な らず しも明確には示されなかった。
(4)経済社会は入間の社会 として,人 間生活の維持 と発展 とのために不断
の生産を続けなければならない。経済社会は一方 よりみれば,人 口の増加,
生活水準の向上,嗜 好の変化な どを主要内容 とする巨大なる・ そ うしてつ
ねに拡大的 ・発展的であるとともに,き わめて弾力的 ・拡散的な消費社会で
あ る。 このような消費社会のいわゆる社会的総需要に対応す るがためには,
経済社会は他の一方において,耕 地の改良拡大,資 源の利用開発,科 学技術
の進歩などに もとず く彪大なる そ うしてたえず累積的 ・成長的であ り,
またいちじるしく流動的 ・変動的な,い わゆる社会的総供給を可能にす る生
産社会でなければならない。かか る質量的な社会的総生産が,い まや資本主
義社会のあ らゆる特殊性を全面的に具現するものとして,商 品 となって顕現
す るのである。この ような意味において,あ らためて商品生産における生産
の特殊性が解明されなければな らぬであろ う。
(5)資本主義的生産における生産は,ま ず資本家に よる投資によってはじ
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まる。資本家は企業の経営期間中に,彼 の投下資本の全量を回収 しなければ
な らない。生産に使用 され る施設設備はかな り長期にわたって,ま た原材料
のごときはほぼ短期の うちに,そ れぞれの減耗度に したがって計算的に回収
され る。雇用労働力に支払われた賃金 もむろん算入され る。 このように して
価値移転が行われ て,そ れ らが生産物の生産原価を構成す るものとなる。つ
いで生産物は流通過程に うつされて,市 場におけ る商品となる。商品は商品
価格において販売される。 商品価格は あ るいは高 く,あ るいは 安いであろ
う。その価格を左右するものは市場におけ る需要の強度である。商品がそれ
の生産原価以上の価格で 販売 された場合に,そ こに 利潤を 生むことができ
る。利潤はこの ように して実現 し,市 場においては じめて獲得され る。
(6)さきにみたようにKMarxに おいては利潤は一 「平均利潤」は,
すでに生産過程において成立 し,商 品価格 の内部構成をなす ものとして説か
れていたのであ る。 しか しこれには幾つかの前提条件があったのであ る。
(イ)資本家は彼の費用価格 を償いえない ような生産物を生産す ることはあ
り得ない。それは無利潤である。いかなる資本家 も費用価格以上の商品価格
を要求す る。お よそ資本なるものは利潤な くしては絶対に投資されない。
(ロ)利潤は特定の企業ないし産業部門において,た んに 「個別利潤」 とし
て成立す る。 もちろん高低のある個別利潤は,そ の全量を実現 しえない。な
ん となれば,資 本は超過利潤の存立をゆ るさず,資 本の移動に よって諸利潤
を平均化するか らである。
㊨ このような平均利潤は,お よそ資本による生産の,い わば絶対的な根
本条件をなす ものである。平均利潤なるものを資本家に供与せねばな らぬの
は,市 場におけ る需要者の需要価格である。
←)社 会的総需要が市場において,資 本家の総供給にたいして平均利潤を
供与 しうるのは,い わば絶対的 ・根本的に,社 会的総供給にたい して社会的
総需要が超過す る状態にあるか らである。一 か くて平均利潤は,つ ねに資
本家に供与され うるものとなる。
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(7)利潤の発生源を生産過程においてみるか,あ るいは流通過程において
みるかは,要 す るにただ次のような相違に帰す るであろ う。1(・Marxの
ように生産を資本家的生産 とみれば,お よそ利潤なき資本の生産活動はあ り
えないのである。 しか し利潤が市場におけ る価格関係によって成立す るとみ
る場合において も,や は りその利潤はまさしく資本家に帰属す るであろ う。
なんとなれば商品は市場において,つ ねにそれの生産原価 以上に販売 され る
か らであ る。
K.Marxにおいて,も っとも重視 されたのは資本家的生産であった。利潤
や価格形成を も,生 産の理論において取扱 ったのは,あ まりに も生産論的で
あったとい うべ きであろ うか。けれ ども社会的総資本は,ひ とり生産部門に
のみ投下されるものではない。それは また流通部門においても,商 業資本 と
して登場 している。 さらに金融資本 として,生 産部門 と流通部門のほかに
も,第3の 資本部門を もつ ものとなっている。そ うしてそれぞれの部門にお
いて,ま さに資本そのものとしての活動を もちつつ,利 潤をあげているので
あ る。
(8)資本主義経済は生産力の発展に よって,た えず質量的に新 しい価値を
生産す る。生産は資本家の資本に よって行われ る。その資本は生産に よって
利潤を獲得 し,自 己増殖を遂げることができる。K・Marxに よれば,資 本
は前貸資本 として産業に投資され,そ の投資期間に応 じて,か ならず一定の
利潤を収めるもの とされていた。これは利潤 とよぶよ りも,む しろ利子に近
くみえる。この意味において 「平均利潤」なるものは,経 済成長の反映を現
わす ものとして,あ るいは生産資本の利子 とみ るべ きであろ うか。通常の概
念においては,利 潤は利子 と別個でなけれぽならない。利子以上に一 企業
の活動に よって齎 らされ る超過分が,利 潤であろう。 したがって利潤は,い
わゆる超過利潤でなければな らない。企業利潤に平均性はない筈である。資
本家は企業家としての活動において,最 大の利潤を追 うものである。彼はあ
らゆる機会をとらえて,彼 の才能 と技禰のかぎ りをつ くして,利 潤の増大に
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向 う。その利潤は,他 の資本の移動の行われ る以前において,超 過利潤 とし
て獲得 され うるであろ う。 利潤の平均化は,時 間的に はるかに 遅れてきた
くの
り,ま た種 々の困難を伴 うものであ る。
(9)K.Marxにおいては,資 本家 と企業家 との区別はない。 したがって資
本利潤 と企業家利得の区別もない。 これ らの両者を単一のものとして,生 産
利潤においてすべての利潤が語 られていたのである。その価値論は同時に価
格論 となった。企業家の活動 ないし労働は,ま った く考慮されていない。生
産利潤の多寡は,た だ投下資本の有機的組成 の高度性如何に よってのみ,機
能的に実現 されるにすぎない。平均利潤率は,有 機的組成 の低度なるときに
高 く,資本の移動に よって高度 となるに及んで低 くなる。 したがって資本蓄
積の発展 と共 に,平 均利潤率は しだいに低下す る。そ うして社会的平均利子
に近いものとなるであろ う。
⑩ 利潤の本質は何か。 それは生産原価 以上の剰余部分である。その
剰余部分は流通過程において実現す る。すなわち販売価格 との差額であ る。
その差額は購買老に よって支払われ る。購買者がより高い商品価格を支払 う
のは,よ り高い需要度のためであろ う。 もしも経済社会の根底において,い
つ も社会的総生産が社会的総需要に及ぼぬ ものとすれば,経 済の拡大成長の
成果はつねに利潤 とい う形において成立す る。そ うして利潤は資本家の手に
帰 したのち,1部 の消費をのぞいて,他 の大部分は貯蓄 投資の径路を通
して,再 生産過程の資本 となる。KMarxの 表現をか りていえば,G-W
…P…WLG'と い う資本の自己増殖の運動形態 として示 され るものがそれ
である。 この自己増殖 とは,利 潤を資本 として再生産過程へ再投資す ること
の意味に多ならない。KMarxの 労働搾取説はあま りに も有名であるが,
利潤はお よそ資本の存在す るところに,あ まね く発生す るものである。む し
ろ全資本 の機能効果 とみることもできよう。
経済の拡大発展は,一 面 よりみれば生産の累積であ り,他の一面よ りいえ
ば消費の増長であ る。資本は経済維持の骨梁をなす ものであ り,利潤は経済
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発展の膚 肉をなす ものであ る。企業の活動を通 して,資 本は利潤を うむ。そ
の利潤の源泉は,ま さしく経済発展の質量において見出されねばならない。
各企業の利潤は,そ れの競争的な社会的分配をあ らわす ものに外ならない。
資本主義経済における拡大発展の相はKMarxに よって,資 本の論理 とし
て展開されたのであったが,そ の根基をなす ものは生産力の歴史的発展の論
理であろ う。利潤の本質を求めて,生 産力の認識にいたることの意味は一
資本 も利潤 もまた生産力そのものをも,そ れ らを歴史的,社 会的な流動性 と
くの
発 展性 において観 る とい うことであ る。
皿 商業利潤 を派生的 とみるもの
ふたたびKMarxの 所説に求めて,さ らに商業利潤が何であ るかを問 う
の
てみ ようとおもう。
1.資 本家が生産過程において生産 した生産物を商品 として,彼 みずか ら
の手によって流通過程で販売す るとすれば,直 接の生産資本以外に さらに多
くの資本を必要とす る。 この必要とされ る資本を,流 通資本のかたちで貨幣
準備 として手許に保有 しなければならない。彼はこのために資本を割 き,そ
れだけ再生産の規模は縮小せ ざるを得ない。のみな らず この資本 もまた平均
利潤を要求す るであろ う。そ こで経済社会における分業の結果 として,商 業
が独立の企業形態 となる。商業は商業資本によって経営され る。すなわち商
品の購入,従 業員の雇用,店 舗 ・倉庫 ・運輸機具などのために資本が投下さ
れる。 これ らをK・Marxは商品の流通費 とよんでいる。
2.こ の流通費は少額でよい。生産資本家がみずか ら商品販売を行 う場合
よりも,独 立の商業機関の代位によって行われ るとき,よ り速かであ り,そ
れだけ所要資本を縮小 しうるのである。このように して商業資本は,生 産資
本か ら自立 し外化 した ものとなる。そ うして個 々の生産諸部面 より解放され
た社会的一・般資本 として代位 し,か つ独立す るのであ る。 商業資本 の 回転
は,い くたの生産諸資本の諸回転の総和にひとしい。商業資本 として機能す
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る総貨幣資本部分は,商 業資本が急速に回転すればす るほ ど小 とな り,ゆ る
くの
やかに回転すれぽす るほど大 となる。 まさに商業資本は,一一方では商品の流
通過程を社会的に集中す ることに よって直接的に流通時間を短縮す る。他方
では産業資本に このように して形成 された資金を,商 品価値の実現に先立っ
て,生 産諸要因にたいす る購買資金 として与えることによって,間 接的に生
産過程を促進することになる。そ うして流通時間の短縮は,流 通過程にある
く　　
資本の所要量を縮小す ることによって再生産過程を拡大す る。
3.流 通過程は総生産過程の一段階である。 しか し流通過程においては,
なん らの価値 も,し たがってまたなんらの剰余価値 も生産 されない。そ こに
は同一分量の価値 の形態変化が生 じるだけである。 この論理によって,商 業
資本は直接的には,な んらの価値 も剰余価値 も創造 しない とみ られ る。けれ
ども商業資本は,流 通時間の短縮に貢献するかぎ りは,そ れは間接的には,
生産資本家によって生産 される剰余価値の増加を助けることができる。そ う
して商業資本が市場の拡張をたすけ,諸 資本間の分業を媒介 し,資本 として
より大規模に作用す ることを得 させ るかぎ りにおいては,そ のような機能に
よって生産資本の生産性 とその蓄積 とを促進す る。 またそれは流通時間を短
縮す るかぎりにおいては,投 下資本にたいする剰余価値の比率を,し たがっ
て利潤率を増大 させ る。さらにそれは資本のより小なる部分を商業資本 とし
て流通過程を賄わ しめ るかぎ りにおいては,生 産過程に充用され る資本部分
を増大 させる。か くて商品の市場における売買差額が商業資本 の自己増殖分
く　の
として,す なわち利潤 として供与 され るのである。
4.こ のように商業利潤はK・Marxに よって,購 入価格をこえる販売価
格 として規定されたのである。けれ どもそれは商人が生産者か ら商品を生産
価格で購入 したのでは不可能である。生産老が直接的に消費者へ商品を販売
す る場合に,彼 が資本家 として収得する利潤は高い。 しかるに生産者がまず
商品を 商ー人へ販売す る場合には,生 産老の収得すべ き利潤の1部 を商人へ分
与 しなければな らない。 しかも資本はつねに同率の利潤を要求す る結果 とし
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て,生 産資本の利潤率 と商業資本のそれ とは等 しか るべ きであろ う。か くて
生産部門の利潤は商人の介入に よってそれだけ減少 し,ま た利潤率 も低下せ
ぜ るを得ない。生産者の生産価格は,商 業利潤だけ少ない価格で,商 人へ販
く　り
売 される。
ところで商人は そ の商業経営のために,企 業体 としては 仕入資金,労 務
費,設 備費,運 輸費,保 管費,広 告費などを必要 とす る。かかる流通費は,
商品の販売価格にはい りこむ。商業資本は,社 会的総資本を形成する追加資
本にほかな らない。そ うして社会的 ・平均的な一般利潤率の形成にはい りこ
むのである。
5.こ こで とくに問題 となるのは,流 通費中の可変資本に投下 された費用
のことである。商業労働者は直接的には剰余価値を生産 しないが,雇 主たる
く　を　
商業資本家のためには利潤を生産す るものである。なんとなれば商業労働者
を雇用す ることによって,商 業資本の売 買活動は強化 されその回転が促進 さ
れ るか らである。そ うして総商業資本は縮小されるのである。つ まり商業利
潤の発生は,つ ぎの2つ に由来す るものと見 られたのである。
その1は,商 業資本が生産資本みずか らの販売活動を代位 し,か つ所要資
本量を縮小することに よるものである。
その2は,商 業資本が商業労働者を雇用す ることに よって,販 売活動を代
位 し,か つ所要資本量を縮小す ることに よるものである。
この ようにK・Marxは まず商業資本が,生 産資本の行 うべ き販売活動を
外的に自立化 した機関 とみ とめなが ら,商業資本を して生産資本一般に還元
した。ついでかか るものとしての流通資本が,流 通過程において生産資本に
代位 し,か つ所要資本量を縮小 しうるものと認めたのである。そ うして平均
利潤率に参加す るものとみて,そ の内部において商業利潤の成立を論証 しよ
ほ　ラ
うと したのであ った。
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IV商 業利潤 が 自立す る とき
(1)K.Marxの商業利潤論をか えりみて,わ れわれに与えられた結論を要
約 していえば,お よそ次のようであろう。
資本家が生産過程において生産 した商品は,流 通過程において販売されね
ばな らない。 もし生産者みずか らが商品の販売をも行 うとすれば,彼 は生産
資本のほかに流通資本をも準備す る必要を生 じる。 この貨幣準備 もまた資本
であ りかぎ り,それが利潤を要求するのは当然である。 ところで商品の販売
を別個独立の商業機関の手にゆだねるとすれば,そ れの専門的な機能に もと
ついて商品の回転速度は大 とな り,流通期間 も短縮される。また所要の資本
も軽減 され るに至 るであろ う。か くて生 じる流通的剰余が,ま さに利潤 とし
て商業資本に与え られ る。すなわち生産者の流通費 よ りも,-商人のそれが資
本にたいする代位縮小の効果をもつので,そ の差額部分が商業利潤 として帰
属す る,と い うのであった。 さらに商業資本が商品販売にさい して,従 業員
を使用 して賃金を支払 う場合に も,そ こでは搾取は行われない とみた。なん
となれば商業労働者は本来,商 人の行 うべ き商業活動を代位す るものであっ
て,た んにそれの代理機能を果すにす ぎないか らであるとい う。
(2)以上のようなマルクス商業利潤論については,い くつかの問題点を指
摘す ることができると思 う。
すでにみた ようにKMarxの 利潤規定が,き わめて異色に富む ものであ
ったのと同様に,商 業利潤論 もまた異彩を放つ ものといえるであろう。最初
に と りあげるべ きものは,商 業利潤の 自立性についてであ る。利潤一般をす
べて資本の機能に求め ようとすれぽ,独 立の商業機関の資本に も利潤の成立
を是認 しなければな らなくなる。ひ とり商業資本のみが不胎の資本 とみ られ
るべ き論拠はなかった筈である。 これはおそ らくKMarxが 資本主義の典
型を工場制生産様式において認め,そ こに資本主義のあ らゆる特質のひそ む
ことを究明しようとした結果 とおもわれる。かの労働価値論 と搾取理論の展
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開が,そ のことを如実に物語 るものであった。 まさにそのような理論の構成
が,商 業資本を生産資本に隷属せ しめ,ひ いては商業利潤をも生産利潤の派
生 として認めるに終 らしめたのであろう。
③ 利潤は企業家活動 の成果 として獲得され るものである。正 しくは企業
利潤 とよばれ るべ きであろ う。資本は それが投資の期間 と回転速度に応
じて使用の対価を要求するもの とすれば,む しろそれは投資利得とみ られ る
べ き特質の もの とな り,ほぼ利子にちかい。KMarxが 一方においては,
資本を前貸資本 と規定 し,他 の一方においては投資家と企業家 とを含めた意
味で,そ れを資本家 とよんでいる。す なわち企業は自己資本を もつ資本家の
企業活動 として把えている。そ うして企業利潤は,資 本家の資本に帰属する
とみたのである。 この ように 資本家が つねに利潤をあげ 得るものとみたの
は,そ の根底に資本主義経済の偉大なる生産力の発展を前提 とす ることが出
来たか らなのであろ う。資本家的生産様式は,生 産設備,材 料費,賃 金など
の費用価格以上に利潤を 加えた もの として 商品価格 を 構成す ることがで き
る。商品はその価値通 りの価格で販売 される。それはまさに生産者の独占価
格である。 このような商品価格であれば,そ れが含む利潤の うちか ら商品の
流通費をさくことも容易であろ う。 このような前提の上にたてば,流 通費を
生産過程のなかでの価値構成に含めることは理論的に可能であ る。そ うして
商業活動をやは り,生産活動のなかの流通資本の任務をたんに独立代位 して
資本使用の縮小を果すにす ぎない と論 じて,な ん らの破綻を も示 さなか った
　 　
のであ る。
(4)もっとも興味 ぶかいのは,商 業 におけ る商業労 働者観 であろ う。彼等
の労 働は なん らの剰余価値 もうまぬ とされ た。 これ は搾取理論 に とって,1
つのあ き らかな環瑛であ ろ う。 しか しK・Marxに あっては,企 業家 の活動
ない し労 働にたい して も,な ん らの価 値移転 もまた剰余価値 を も認めては い
なか ったのであ る。それ らはすべ て資本家 の資本利潤 として統一 された。
お もうにK.Marxの 眼に映 じた 資本主義経済 の典型は,ほ か な らぬ工場
商 業 利 潤 に つ い て(金巻) 一109一
制生産そのものであった。まさに商品の生産過程がそれである。すべては剰
余価値 一利潤,価 値 一価格 としてあます ところな く成立す る。い くらかの不
確定要素は例 の 「平均利潤率」 とそれをめ ぐる資本の流動性のみである。工
業労働者ばか りが搾取の対象 とみ られた ことに も疑問は もたれ る。また等額
の投下資本であって も,有機的組成の高度な ものほ ど,生 産物価値は低 く商
品価格が高 く,そ うして資本利潤が多いとみた点に も問題があろ う。いかな
る産業部門の企業家について も,企 業家活動の業績はすべて無視され る。た
だ産業の高度機械化のみが,機 械論的に資本にたい して高額の超過利潤を齎
らす と見ているのである。
(5)商業利潤は商業の企業利潤である。資本主義経済の発達は市場規模の
拡大を促 して,国 内市場はい うまで もな く,遙かに国際市場が流通過程の全
領域 となるに至った。商業資本はけっ して生産資本に劣 らぬ存在の意義 と容
量 とをもつものであ る。 もはやそれは生産部門の流通費の程度に とどまるも
のではない。生産資本にたい して流通資本の存在 とその地位 とは確認 されて'
よいであろう。商業資本 もまた資本である。それは資本 として利潤を要求す
る。商業労働者 もまた賃金労働者 として,商 業利潤の創造者 と認め られねば
なるまい。
商業経営には もちろん資本を必要 とするが,そ れは必ず しも工業経営のよ
うに,機 械化設備の高度性如何に依存す るものではない。一 顧客,信 用,
販売網,経 営者能力,店 舗立地,販 売方式,商 機,仕 入機構,従 業員訓練,
資金回転,広 告など,き わめて流動的であるのを特長 とす る。商業利潤は投
下資本に比例 しない。
商業部門におけ る競争は,た えず激甚である。 とうてい産業部門のそれ の
比ではなかろ うけれ ども,競 争の行われ るところには,平 準化は必然的に発
生す る。 しかしその均衡運動は,永 遠に確定 されることのない諸動揺 として
現象す るだけであろう。激甚な販売競争のなかに,た えずあ らゆる商機がひ
そんでいる。それは喩 えていえば,大 いなる砂漠における武器なき闘いに も
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似ている。商業は理論的統一性 をしめす以前において,は なはだ しく破調の
実践 として乱闘の景観を露呈 して揮 らない。商業利潤 もまた必然的であるよ
りは,む しろ偶然の成果におわ る場合が多 いのであろ う。
生産資本,流 通資本,金 融資本の3者 に よっていわゆ る社会的総資本が形
成 されている。資本,価 格,利 潤の相互連関性は,ま ず各部門におけ る価値
法則によって説かれ,し かる後にそれ らの具象 として企業の理論が展開 され
るべ きように思われ る。 企業は,い うまで もな く企業家に よって 経営 され
る。資本主義経済の維持 と発展 とが,ど のように して企業の鏡面において,
(15)
その真の姿を凝集 しうるかが究極の問題 となるのであろう。
(昭和40年8月31日)
(1)KarlMarx;DasKapital.KritikderpolitischenOekonomie,BdIII・
Hamburg,1911.
カール ・マル クス著,高 畠素之 訳,資 本論第 三巻上,改 造社版,昭 和3年 。
(2)マル クスは,周 知 の よ うに 雇 用労働 力にた いす る 資 本家 の 搾 取度 を.い つ も
100%と仮定 して立 論 してい る。 す なわち 剰 余価値率 が つ ねに100%で ある とい
うことは,各 企 業 の可 変資本部 分か らは,つ ね にそれ と同額 の剰余価 値を生み だ
す と仮定 してい るのであ る。 したが って 「剰 余価値」 の額は,資 本 の有機 的組成
の高低度に応 じて異 な らざるを得 ない。 それ は高度 の資 本組成 の ものに少 く,低
度 の ものには 多い。 これが ために各企 業 の個別 利潤率 は,高 度 の ものに低 く,低
度 の ものほ ど高い。 ところで剰余価 値 は平均 され るので,「平均 利潤 」は各企 業 の
剰余価値 の中位に おい て示 され る。 そ の ことは 「平均 利潤率」 につ いて も,全 く
同様 であ る。 そ うして各 個別利 潤に代 って,同 額 の平均 利 潤が,各 企 業の生産物
の費用価 格に 加え られ て,各 々の商 品価 格 とな る。 したが って平均 利潤は 同額 で
あるに して も,高 度組 成 の企 業 の商 品には費用価 格に比 して,よ り高率 の利 潤が
与 え られ る。 低度 のそ れには,よ り低率 の利 潤が 与え られ るにす ぎない。 しか し
各 企業 の資 本は均 しい ので,資 本 の側か らみれば,平 均利潤 は各企業 におい て均
等 とな り,平 均 利潤率 もまた均等 率 を示 す もの とな る。 つ ま り各 企業に おいて,
費用価 格 とあたえ られ る 平均 利潤額 とを比 較 してみれ ば,そ の収益 率一 原価 と
利潤 の比 率 には高低 があ る。 高度企 業 の収 益率 は高 いので,や が て低度企業
か らの資 本移動がは じまる とい うので あ る。
(ibid・,s・132-151・邦訳,前 掲書,125-141頁,参照)。
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(3)K・Marxによれば,価 値は価格 の運動 を支配 す る。 なん となれば資 本の平均利
潤率が,生 産諸部面 の平 均利 潤を規制 して,相 異 なる剰余価 値に代位 す る もの と
はな るが,他 の一 方に おいて平均剰 余価 値 もまた,そ れ らの相 異 な る剰余価 値 の
平 均にす ぎず,各 剰 余価 値 の規制 を免れ うる ものでは ないか らであ る。 か くて諸
商 品 の総価 値は総剰 余価値 を規 制 し,し か も総剰余価 値は 平 均利 潤を したが
って一般的 な社 会利 潤率 の高 さを規制す る。 まさに価値法則 は,生 産価 格 を調整
す る もの といわ なければ な らない。 つねに剰余価 値 の総額 は,平 均利 潤 の総額 に
等 しい。 価値 と価格 との離反 ない し矛盾 とみ られ る ものは,こ の よ うに して止揚
され る。 個別資 本 は社会 的総 資本 の一部 にす ぎず,資 本 の社会的 流動性 のゆえに,
そ の流動 を通 して利 潤 の低位部 面 よ り高位部 面に移動 す る。 労働 もまた,社 会的
平 均 労働 の一部 と して生産 部面に配 置 され る。 止揚 は価 値か ら価 格へ,個 別か ら
全体 へ,そ うして また価格か ら価値 へ,全 体か ら個別 へ と一 たえず平均 化 と同
質 化 を しだ いに濃 くしつ つ,資 本 と労働 との社会 化 と平 準 化 とを 促す もの となる
ので あ る。
(4)ibid,S.181-6,222.
邦 訳書,142-174,205-6.参照。
㈲ 企 業利 潤は不確定性 で ある。 そ の ことは,企 業 がいか な る時 代に おい て も,同
種 の他企業 との競争,市 場 に おけ る購 買力 の消長,消 費嗜好 の変遷 な どに よる危
険 に,た えず曝 され てい るため であ る。 けれ ど も企 業利潤 は,個 々の企 業に とっ
て如 何に不確 定性 を もつ もの とは い って も,社 会 的 ・一般的 には企業利 潤は,か
な らず成立 す る とみ てい るのであ る。
(6)中山伊 知郎編,資 本,135-154頁,参照。
中 山伊 知郎,資 本 の理 論,133-146頁,参照。
(7)ibid,Bd,III,SS.250-299.
邦訳書,229-273頁,参照。
(8)鈴木鴻一 郎編,利 潤論研究,191頁以下,参 照 。
この小 論は,こ の書 中に収 め られ た 諸氏 の論稿 よ り示唆 を うけ る点が,き わめ
て多か った。
(g)ibid,SS.259-260.
邦訳書,237-239頁。
なお宇 野弘蔵,恐 慌論,岩 波書 店,54頁参照。
⑩ 鈴 木・me-一一郎編,利 潤論研 究,205-210頁,参照。
(11)ibid,S.262-263.
邦訳書,240-241頁。
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(12》ibid.S.266-271.
邦 訳 書,244-250頁 。
(1鋤ibid.S.277.
邦 訳 書,252-254頁 。
(14)ibid,S.275-282.
邦 訳 書,254-256頁 。
⑯ 堀 新 一,理 論 商 業 学,113-123頁,参 照 。
静 田 均,利 潤 論,21-37頁,41頁 以 下,参 照 。
